
議第 34 号 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴

う関係条例の整理に関する条例について

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関

する条例を別紙のとおり定める。 

令和元年９月２日提出 

下呂市長  服 部 秀 洋 

  提 案 理 由

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 29 号）が令和

２年４月１日に施行され、会計年度任用職員制度の運用が始まるため、本条例を制定し

関係条例の一部を改正するもの。 



地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関

係条例の整理に関する条例 

（下呂市職員の分限の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第１条 下呂市職員の分限の手続及び効果に関する条例（平成16年下呂市条例第31号）の一部

を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（休職の効果） （休職の効果） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 法第22条の２第１項に規定する会計年度

任用職員に対する第１項の規定の適用につ

いては、同項中「３年を超えない範囲内」と

あるのは「法第22条の２第１項及び第２項の

規定に基づき任命権者が定める任期の範囲

内」と、「３年に満たない場合」とあるのは

「任命権者が定める任期に満たない場合」

と、「３年を超えない限度」とあるのは「任

命権者が定める任期の範囲内」とする。 

（下呂市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正）

第２条 下呂市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成16年下呂市条例第32号）の一部

を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（減給の効果） （減給の効果） 

第４条 減給は、１日以上６月以下の期間、給

料の月額（法第22条の２第１項第１号に掲げ

る職員については、報酬の額）の５分の１以

下に相当する額を給与から減ずるものとす

る。 

第４条 減給は、１日以上６か月以下の期間、

給料の月額の５分の１以下に相当する額を

給与から減ずるものとする。 

（停職の効果） （停職の効果） 

第５条 停職の期間は、１日以上６月以下とす 第５条 停職の期間は、１日以上６か月以下と



改  正  後 改  正  前 

る。 する。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 （下呂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第３条 下呂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成16年下呂市条例第35号）の一部を

次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（非常勤職員等の勤務時間、休暇等） （臨時職員等に対する特例） 

第19条 非常勤職員（再任用短時間勤務職員を

除く。）の勤務時間、休暇等に関しては、第

２条から前条までの規定にかかわらず、その

職務の性質等を考慮して、市長が定める基準

に従い、任命権者が定める。 

第19条 臨時的に任用される職員の勤務時間、

休日、休暇等に関しては、市長が定める基準

に従い、任命権者が定める。 

２ 非常勤職員（再任用短時間勤務職員を除

く。）の勤務時間、休日、休暇等に関しては、

第２条から前条までの規定にかかわらず、そ

の職務の性質等を考慮して、市長が定める基

準に従い、任命権者が定める。 

（下呂市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第４条 下呂市職員の育児休業等に関する条例（平成16年下呂市条例第36号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（育児休業をしている職員の期末手当等の

支給） 

（育児休業をしている職員の期末手当等の

支給） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 基準日に育児休業をしている職員（地方公

務員法第22条の２第１項に規定する会計年

度任用職員を除く。）のうち、基準日以前６

か月以内の期間において勤務した期間があ

る職員には、当該基準日に係る勤勉手当を支

給する。 

２ 基準日に育児休業をしている職員のうち、

基準日以前６か月以内の期間において勤務

した期間がある職員には、当該基準日に係る

勤勉手当を支給する。 



改  正  後 改  正  前 

（育児休業をした職員の職務復帰後におけ

る号給の調整） 

（育児休業をした職員の職務復帰後におけ

る号給の調整） 

第９条 育児休業をした職員（地方公務員法第

22条の２第１項規定する会計年度任用職員

を除く。）が職務に復帰した場合において、

部内の他の職員との均衡上必要があると認

められるときは、その育児休業の期間を100

分の100以下の換算率により換算して得た期

間を引き続き勤務したものとみなして、その

職務に復帰した日及びその日後における最

初の職員の昇給を行う日として規則で定め

る日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に

準じてその者の号給を調整することができ

る。 

第９条 育児休業をした職員が職務に復帰し

た場合において、部内の他の職員との均衡上

必要があると認められるときは、その育児休

業の期間を100分の100以下の換算率により

換算して得た期間を引き続き勤務したもの

とみなして、その職務に復帰した日及びその

日後における最初の職員の昇給を行う日と

して規則で定める日又はそのいずれかの日

に、昇給の場合に準じてその者の号給を調整

することができる。 

 （公益的法人等への下呂市職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第５条 公益的法人等への下呂市職員の派遣等に関する条例（平成16年下呂市条例第38号）の

一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める

職員は、次に掲げる職員とする。 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める

職員は、次に掲げる職員とする。 

(１)・(２) （略）  (１)・(２) （略）  

(３) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第22条に規定する条件付採用になってい

る職員（規則で定める職員を除く。） 

(３) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第22条第１項に規定する条件附採用にな

っている職員（規則で定める職員を除く。）

(４)・(５) （略） (４)・(５) （略） 

３ （略） ３ （略） 

（法第10条第１項に規定する条例で定める

職員） 

（法第10条第１項に規定する条例で定める

職員） 



改  正  後 改  正  前 

第10条 法第10条第１項に規定する条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

第10条 法第10条第１項に規定する条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

(１)・(２) （略）  (１)・(２) （略）  

(３) 地方公務員法第22条に規定する条件

付採用になっている職員（規則で定める職

員を除く。） 

(３) 地方公務員法第22条第１項に規定す

る条件附採用になっている職員（規則で定

める職員を除く。） 

(４)・(５) （略） (４)・(５) （略） 

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部改正） 

第６条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（平成16年下呂

市条例第39号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める

職員は、次に掲げる職員とする。 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める

職員は、次に掲げる職員とする。 

(１)・(２) （略）  (１)・(２) （略）  

(３) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第22条に規定する条件付採用になってい

る職員（規則で定める職員を除く。） 

(３) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第22条第１項に規定する条件附採用にな

っている職員（規則で定める職員を除く。）

(４)・(５) （略） (４)・(５) （略） 

 （下呂市職員の給与に関する条例の一部改正）

第７条 下呂市職員の給与に関する条例（平成16年下呂市条例第48号）の一部を次のように改

正する。 

改  正  後 改  正  前 

（給料表） （給料表） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 前項の給料表（以下「給料表」という。）

は、別に定めのあるもののほか、第24条の２

に規定する職員以外のすべての職員に適用

する。 

２ 前項の給料表（以下「給料表」という。）

は、別に定めのあるもののほか、第24条の２

第１項に規定する職員以外のすべての職員

に適用する。 

３ （略） ３ （略） 



改  正  後 改  正  前 

（給与の減額） （給与の減額） 

第18条 職員が勤務しないときは、勤務時間条

例第８条の４第１項に規定する時間外勤務

代休時間、勤務時間条例第９条に規定する国

民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178

号）に規定する休日（以下「祝日法による休

日」という。）（勤務時間条例第10条第１項

の規定により代休日を指定されて、当該休日

に割り振られた勤務時間の全部を勤務した

職員にあっては、当該休日に代わる代休日。

以下「祝日法による休日等」という。）又は

勤務時間条例第９条に規定する12月29日か

ら翌年の１月３日までの日（祝日法による休

日を除く。以下「年末年始の休日」という。）

（勤務時間条例第10条第１項の規定により

代休日を指定されて、当該休日に割り振られ

た勤務時間の全部を勤務した職員にあって

は、当該休日に代わる代休日。以下「年末年

始の休日等」という。）である場合、勤務時

間条例第11条に規定する休暇（組合休暇、介

護休暇及び介護時間を除く。）による場合そ

の他その勤務しないことにつき、特に承認が

あった場合を除き、その勤務しない１時間に

つき、第22条第１項に規定する勤務１時間当

たりの給与額を減額した給与を支給する。た

だし、特殊勤務手当条例に規定する特殊勤務

手当のうち規則で定めるもので、月額で定め

られている手当の支給を受ける職員につい

ては、第22条第２項に規定する勤務１時間当

たりの給与額を減額した給与を支給する。 

第18条 職員が勤務しないときは、勤務時間条

例第８条の４第１項に規定する時間外勤務

代休時間、勤務時間条例第９条に規定する国

民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178

号）に規定する休日（以下「祝日法による休

日」という。）（勤務時間条例第10条第１項

の規定により代休日を指定されて、当該休日

に割り振られた勤務時間の全部を勤務した

職員にあっては、当該休日に代わる代休日。

以下「祝日法による休日等」という。）又は

勤務時間条例第９条に規定する12月29日か

ら翌年の１月３日までの日（祝日法による休

日を除く。以下「年末年始の休日」という。）

（勤務時間条例第10条第１項の規定により

代休日を指定されて、当該休日に割り振られ

た勤務時間の全部を勤務した職員にあって

は、当該休日に代わる代休日。以下「年末年

始の休日等」という。）である場合、勤務時

間条例第11条に規定する休暇（組合休暇及び

介護休暇を除く。）による場合その他その勤

務しないことにつき、特に承認があった場合

を除き、その勤務しない１時間につき、第22

条第１項に規定する勤務１時間当たりの給

与額を減額した給与を支給する。ただし、特

殊勤務手当条例に規定する特殊勤務手当の

うち規則で定めるもので、月額で定められて

いる手当の支給を受ける職員については、第

22条第２項に規定する勤務１時間当たりの

給与額を減額した給与を支給する。 



改  正  後 改  正  前 

（非常勤職員の給与） （非常勤職員の給与） 

第24条の２ この条例に定めるもののほか、常

勤を要しない職員の給与は、別に条例で定め

る。 

第24条の２ 常勤を要しない職員（再任用短時

間勤務職員及び任期付短時間勤務職員を除

く。）については、任命権者は、常勤の職員

との権衡を考慮し、予算の範囲内で、給与を

支給するものとする。 

２ 前項の常勤を要しない職員には、他の条例

に別段の定めがない限り同項の給与を除く

ほか、他のいかなる給与も支給しない。 

（下呂市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第８条 下呂市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年下呂市条例第６号）の

一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（報告事項） （報告事項） 

第３条 前条の規定により人事行政の運営の

状況に関し、任命権者が報告しなければなら

ない事項は、職員（臨時的に任用された職員

及び非常勤職員（地方公務員法第28条の５第

１項に規定する短時間勤務の職を占める職

員及び第22条の２第１項第２号に掲げる職

員を除く。）を除く。以下同じ。）に係る次

に掲げる事項とする。 

第３条 前条の規定により人事行政の運営の

状況に関し、任命権者が報告しなければなら

ない事項は、職員（臨時的に任用された職員

及び非常勤職員（地方公務員法第28条の５第

１項に規定する短時間勤務の職を占める職

員を除く。）を除く。以下同じ。）に係る次

に掲げる事項とする。 

(１)～(７) （略） (１)～(７) （略） 

附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 



                        【参考資料】 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整理に関する条例要綱 

１．制定理由 

  地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 29 号）が令

和２年４月１日に施行され、会計年度任用職員制度の運用が始まるため、本条例を制

定し関係条例の一部を改正するものです。 

２．概要 

(１) 下呂市職員の分限の手続及び効果に関する条例で規定される休職期間について、

会計年度任用職員はその任期の範囲内であることを規定します。 

（第１条による改正規定中第３条関係） 

(２) 下呂市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例で規定される減給の額について、

第１号会計年度任用職員（パートタイム会計年度任用職員）は報酬を減額対象と

することを規定します。 

（第２条による改正規定中第４条関係） 

 (３) 下呂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例で規定される臨時的に任用される

職員の勤務条件は、一般職と同様とするため関係する規定を削ります。 

（第３条による改正規定中第 19 条関係） 

(４) 下呂市職員の育児休業等に関する条例で規定される育児休業をしている職員の

勤勉手当の支給及び育児休業から職場復帰後における号給の調整について、会計

年度任用職員を適用除外とすることを規定します。 

（第４条による改正規定中第７条及び第９条関係） 

(５) 地方公務員法の改正に伴い、引用している条文を改正します。 

（第５条による改正規定中第２条及び第 10 条並びに第６条による改正規定中第２条関

係） 

 (６) 下呂市職員の給与に関する条例で規定される非常勤職員の給与について、会計

年度任用職員制度の導入に伴い、新たに別に条例が定められるため、その旨の改

正を行います。また第 24 条の２の改正に伴い関係個所を改正します。 



（第７条の改正規定による、第３条及び第 24 条の２関係） 

(７) 下呂市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例で規定される報告事項から

除く非常勤職員に、第２号会計年度任用職員（フルタイム会計年度任用職員）は

含まれないことを規定します。 

（第８条による改正規定中第３条関係） 

 (８) この条例は、令和２年４月１日から施行します。 

（附則関係） 


